
































































































































































































































































































































職 業 の 安 定 39.9 38.1 14.2
昇 進 の 機 会 11.6 44.6 23.3
上 司 の 態 度 35.0 34.3 23.0
現 在 の 給 料 12.6 20.3 60.9
昇 　 　 給 16.1 22.8 53.4
作 業 時 間 32.0 18.1 51.4
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接」（Executive Interview），従業員意見調査(Employee Opinion Survey)，従業員意見具申
(Speak -Up)，意思疎通 (Open Door)などのコミュニケーション通路を通じて，社内組織の
活性化とコミュニケーションの向上を図るものである64）。
五．現地に溶け込む努力と姿勢が重要
　日本企業はどの国でも，日本流をベースにし，なかなか現地化できない指摘されることが多
い。融通が利かないというより，努力して対応している日系企業もあるわけである65）。
　現地派遣経営者の現地言語力が重要ということがあるが，もっと重要なことが現地に溶け込
み努力と姿勢だと考えられる。現地に溶け込めるために，現地言語力が不可欠となる。
　日系企業としては，お金だけ出せばいいと言うのではなく，一番大切なことは，現地日本人
総経理およびほかのポジションにつけている日本人派遣者は現地語を話すこと，そして管理職
会議を現地語で主宰すること，あるいは総経理を中国人幹部従業員に委ねることである。しか
し，いまだに，これが日系企業ではまだ行われていないといえるだろう。欧米系企業は，総経
理を中国人に委ねる確率が高い。それゆえ，語学的な才能のある人をまず日本から送らなけれ
ばいけないということが大事なところである。日系企業はお金だけではなく，その国の文化に，
あるいはその民族に親しむ，理解する，同調することのできる人を派遣しなくてはならないこ
とを強調したい。日本人の生産システム等には優れたものがあるうえで，その優れている点を
押し付けるのではなく，中国人に納得させること，つまり説明，納得させる努力をしなくては
ならないのは非常に大切な点だと考えられる。
　米国にはすでにビジネスの現場で鍛え上げられ，トップマネジメントを経験した優秀な華僑
が多く存在し，彼らの大半は中国語で問題なく現地従業員とコミュニケーションできることで
ある。
　今後，日系企業が人材確保および現地経営の優位に立つには，最低でも日本語力を重視する
姿勢から脱却し，採用の門戸を広げることが肝要である。そのためには，まず日本人自らが多
言語化することが当然必要であると考える。
六．違う仕事観，文化観を理解する心
　日本人と中国人の仕事観，文化観の違いが存在するゆえに，現地派遣経営者は，中国人が自
分とは違う仕事観，文化観を持っていることを十分に理解し，雇用し，そして共に働く姿勢を
持つべきである。
　このような姿勢で取り込んで，国境の取れる企業内コミュニケーションがスムーズに進めて
いくであろう。日本人ではなく，中国人ではなく，ともに，組織目標，戦略課題を共有して，
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職責役割に応じた組織を運営し，中国人従業員のモチベーションと能力を高めることを期待で
きると考える。また，中国人従業員参加による制度の構築により，従業員の納得感の醸成と一
体感の形成に有利であることを考えられる。
終わりに
　21世紀は地球村で共同生存する時代であり，これまで違った国際化が展開していくであろう。
その流れを技術や資金の強さで主導する時代が，やがて終わろうとしている。次に来る時代は
世界的スタールで新たな思想や文化の融合が求められる。これは避けても通らない現実的な問
題で，この問題を直視しない限り，日本企業の長期的中国展開は困らせることとなり，日本企
業の中国市場ひいては世界市場での競争力を低下させることになりかねない。
　中国人の価値観，文化観にあう日系企業の対応及び相応する制度の確立が至急である。能力
主義，実績主義に向いている中国人のメンタリティを考えると，現地派遣日本人は慣れ親しん
だ年功序列から離れ，メリハリのある能力主義，実績主義に基づく給与，奨励体系をいかに早
く確立するかは，中国における日系企業の成否にかかわることだと考えられる。
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